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県立高等技術専門校の整備・運営について （中間案） 

 

１ 策定の趣旨 

  東日本大震災からの復旧・復興と富県宮城の実現を担う産業人材の育成を着実に

図るため，県立高等技術専門校の整備・運営について定めるもの。 

 

２ 計画の対象期間 

  本計画の対象期間は，第１０次宮城県職業能力開発計画の計画期間である平成２

８年度から平成３２年度までの５か年とする。 

 

３ 県立高等技術専門校を取り巻く現況 

  東日本大震災の発生から５年が経過したが，復興はまだ道半ばである。被災沿岸

地域においては，復興に伴う建設事業が続いており，建設関連の業種では担い手が

不足していることから，より一層の技能者の輩出が求められている（図１）。 

  担い手不足はものづくり産業においても同様である。本県では自動車関連産業を中

心に製造業の集積が続いているが，少子化に伴う生産年齢人口の減少（図２）や若

者の「ものづくり離れ」が背景にあり，ものづくり産業における担い手不足も一層

懸念されている。 

このような中，雇用情勢においては非正規労働者が増加し，新規高卒者の３年以内

の早期離職率が全国平均を上回るなど，産業界に若者が定着しきれていない現状がみ

られる。また平成２６年６月に東北経済産業局がとりまとめた「グループ補助金交付

先アンケート調査」によると，現在の経営課題として，「人材の確保・育成」と回答

した企業が半数を超えていることからも，これまで主に新規学卒者に対し実施してき

た職業訓練を通じた知識・技能の習得及び職業観の醸成への取組を続けると共に，学

卒後の早期離職者をはじめ，女性や中高年齢者などへの職業能力開発も重要になって

いる。 

また，企業の教育支出状況をみると，教育負担の減少により在職者の職業能力開発

機会は十分とはいえない。熟練技能者が高齢化する中，技能継承についても懸念され

るところであり，企業等の人材育成に対するより一層の支援が求められる。 

このように，人材育成や人材の定着に向けた取組の重要性はますます高まっており，

職業能力開発施設としての県立高等技術専門校が果たすべき役割は大きい。 
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図１

 

図２

 

 

４ 県立高等技術専門校の現状と課題 

 （１）入校者数の減少 

   新規高卒者を主な訓練対象者としている県立高等技術専門校普通課程の入校者数に

ついては，若者の「ものづくり離れ」，県立高等技術専門校の認知度不足などを背景に，

定員を下回る状況が続いている（図３）。 

今後，入校者を確保していく上で，ＰＲの強化等，認知度向上への取組を進めると

ともに，募集活動の対象も離職者等の既卒者にも広げていくなどの対応が必要となる。 

    

図３ 

 

 

 （２）地域との連携不足 

   震災後，被災沿岸地域を中心に，雇用や生活などの環境の変化を背景に人口の流出

が続いている。 

このような状況下で，県立高等技術専門校は地域における職業能力開発の拠点とし

て，入校者の確保，育成，技能者の輩出の取組を通じ人口定着の一翼を担っているが，

地元企業や求職者などのニーズと県立高等技術専門校の実施する訓練情報の共有など

地域との連携強化がより一層求められる。 

そのためには，今後とも現在の職業訓練等の取組を着実に進めていくほか，イベン

トなどを通じた県立高等技術専門校の認知度向上や職業観の醸成などの取組を効果的

に進めるため，宮城労働局及び各ハローワーク，宮城職業能力開発促進センター（ポ
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リテクセンター宮城），地域の教育機関，地元企業等との人材ニーズなどの情報共有を

進めるなど地域における連携を一層強化する必要がある。 

 

 （３）訓練内容の充実 

   施設内訓練については，これまでもものづくり職種を中心に，主に高校新卒者を対

象とした職業訓練，離転職者や中高年齢者を対象とした訓練を実施し，地域産業を支

える技能者を輩出してきたところであるが，震災後の復興需要により，建設業では即

戦力となる技能者が求められるなど，社会情勢や企業ニーズの変化を踏まえた訓練を

実施するため，訓練内容の充実を図るとともに訓練科設定に係る検討を進める必要が

ある。 

   在職者訓練については，これまで主にＩＴ，溶接，造園関係の技能向上を目的とし

た訓練や，建築などの技能検定対策，電気工事士の国家試験対策など，様々な訓練を

実施し，在職者の職業能力向上に寄与してきた。しかし，本県の在職者訓練の実施状

況は，他の都道府県と比較するとコース数・定員ともに少ない状況であり，受講者数

も定員を下回っている状況が続いている。企業の教育負担が減少しているなどの現状

からも，企業等のニーズを踏まえた魅力ある訓練コースを数多く設定していくと共に，

在職者訓練のＰＲを強化し受講者確保に取り組むことが求められる。 

委託訓練については，離職者等を対象とする訓練の一環として，民間教育訓練機関

を活用した訓練を実施し，再就職等の支援を行っている。訓練コースの設定にあたっ

ては，ハローワーク等から得た労働力需給状況を踏まえ，ＩＴ分野，ＯＡ分野，介護

分野などの訓練を実施してきたところである。しかしながら，県内の求人倍率の状況

を見ると，震災からの復興需要を背景とする建設分野や今後の高齢化社会で重要や役

割を果たす福祉・介護分野などで特に高く推移している一方，求職希望者の多い事務

職等では低く推移しており，労働力需給のミスマッチが生じている状況にある。この

ミスマッチの解消に向け，離職者等の持つ潜在的な職業能力を引き出す契機となり得

る効果的な訓練コースの設定が求められる。 

 

 

５ 県立高等技術専門校の今後の取り組み 

 （１）入校生の確保 

訓練生の確保については，学校訪問の重点を高校に置きつつ，大学等にも対象を

広げるなど募集活動を強化する。学卒後の早期離職者などに対しては，関係機関と

連携を図り，職業体験等の取組を通じて職業訓練をＰＲする。また，若者にとって

身近なＳＮＳなどＩＴも情報発信に有効に活用しながら，募集活動を強化する。 

また中長期的な対策としては，県立高等技術専門校の知名度を向上させ，各校に

設置されている訓練科を効果的にＰＲするため，各種イベントに積極的に参加する

とともに，出展内容についても体験の要素を取り入れつつ展示作品の製作工程の見

える化を進めるなど改善を進めていく。  
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 （２）地域との連携による県立高等技術専門校の役割強化 

   地域の産業振興を図る上で，若者が地域に留まり産業の担い手となるための人材

の育成が重要であることから，効果的な施策推進に向けハローワークとの情報共有

など関係機関との連携を進めるとともに訓練生が就職した企業にアンケート調査

を実施するなど，地域や企業等の訓練ニーズ把握を強化しながら，地域の実情を踏

まえた職業訓練を展開する。 

また，県立高等技術専門校の知名度向上及び地域の若者の職業観を醸成するため

に，高校生を対象に体験学習等を実施していくほか，小中学生については，イベン

トへの出展やものづくり教室の実施等を通じ，ものづくりの魅力を発信する。 

 

 （３）ニーズに応じた訓練内容の充実 

施設内訓練については，引き続きものづくり産業の基盤を支える多様な知識・技能

を有する技能者を育成するため，企業訪問等から得られる訓練ニーズを踏まえ訓練内

容を充実するとともに技能検定や国家資格など資格取得を強化する。また，復興需要

の高まり等を背景に，建設業の現場では即戦力となる人材が求められていることから，

業界ニーズに対応するため大崎高等技術専門校建築科の訓練内容を見直し，１年課程

から２年課程に移行する。また，石巻高等技術専門校木工科については伝統工芸の技

能継承に資するためカリキュラムの見直しを進める。 

在職者訓練については，レディメイド訓練のほか企業や団体等の要望に対応したオ

ーダーメイド訓練を実施するとともに，受講者アンケート等によるニーズを踏まえ県

内企業の労働者などが求めるスキルに対応する訓練コースを新設するなど訓練コー

ス数を増加させていく。また，訓練情報について広報誌やＳＮＳなどの情報媒体も

有効に活用しながら発信し，受講者数の増加に努める。 

委託訓練については，引き続き民間教育訓練機関のノウハウを活用したＯＡ，ＩＴ，

医療事務，不動産管理などの訓練コースを，各地域の実情を踏まえ実施するとともに，

地域コンソーシアム事業の成果などを踏まえた新規訓練コースの設定を行う。また，

関係機関と連携を図り，正規雇用の経験が少ない若者や出産・育児等で就業期間にブ

ランクのある女性，新たな技能習得を必要とする離転職者などを対象に委託訓練につ

いて広く周知する。 

 

 （４）指導体制のあり方 

   県立高等技術専門校における職業訓練は，生活指導及び就職支援も含めたきめ細

やかな指導が必要であることから，職業訓練指導員による指導を原則とし，非常勤

職員による対応は，その必要性を十分に判断した上で行う。 

また，職業訓練指導員には複数免許の取得を奨励することで，将来の産業界や地

域のニーズ変化に備えることとする。 
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 （５）管理・運営 

   東日本大震災の震災復興計画の再生期及び発展期にわたる本計画の期間内にお

いては，地域との連携に基づく技能者輩出により，人口定着の一翼を担い，震災か

らの復興を確実なものとするため，現在の５校体制を維持する。 

   また，本計画を進行していく上で，訓練科の入校率や就職率などを注視しつつ，

適宜，訓練内容等の見直しを進める。 

   施設や設備については，計画期間内においては，既存の施設・設備を可能な限り

維持補修して使用し，訓練機器については，取得後の経過年数や技術革新の状況，

企業における導入状況などを踏まえ，必要に応じて整備を行っていく。ただし，施

設や設備の老朽化が著しく，少子化の影響から入校生が減少していることから，県

立高等技術専門校の将来的なあり方についての検討は，本計画期間内においても進

めていく。 

 

 

６ その他 

 雇用情勢や社会経済情勢等の変化，並びに上位計画である第１０次宮城県職業能力開発

計画の見直し等の状況により，本計画についても適宜見直しを行う。 
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別表：県立高等技術専門校訓練科目（施設内訓練）見直し（方向性）一覧表 

 

【白石高等技術専門校】 

現行 見直し（案） 

課程 科名 訓練期間 訓練定数 入校定数 方向性 内容 

普通 通信システムエンジニア科 2 年 ４０ ２０ 継続  

プログラムエンジニア科 ２年 ４０ ２０ 継続  

計      ２科 ８０ ４０   

短期 造園科 ６月×１ １０ １０ 当面継続 中高年齢者対象の訓練科のあり方について検討 

電気通信工事科 ６月×１ １０ １０ 当面継続 訓練需給ニーズに注視 

計      ２科 ２０ ２０   

合   計   ４科 １００ ６０   

 

 

 

【仙台高等技術専門校】 

現行 見直し（案） 

課程 科名 訓練期間 訓練定数 入校定員 方向性 内容 

普通 機械エンジニア科 2 年 ３０ １５ 継続  

電子制御システム科 2 年 ４０ ２０ 継続  

自動車整備科 2 年 ４０ ２０ 継続  

電気科 1 年 ２０ ２０ 継続  

設備工事科 1 年 ２０ ２０ 継続  

建築製図科 1 年 ２０ ２０ 当面継続 入校状況について注視 

塗装施工科 1 年 ２０ ２０ 当面継続 入校状況について注視 

広告看板科 1 年 １０ １０ 継続  

計     ８科 ２００ １４５   

短期 造園科 ６月×１ １０ １０ 当面継続 中高年齢者対象の訓練科のあり方について検討 

左官科 ６月×１ １０ １０ 当面継続 訓練需給ニーズに注視 

計     ２科 ２０ ２０   

合計    １０科 ２２０ １６５   
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 【大崎高等技術専門校】 

現行 見直し（案） 

課程 科名 訓練期間 訓練定数 入校定数 方向性 内容 

普通 電気科 １年 ２０ ２０ 継続  

建築科 １年 １５ １５ 見直し ・２年課程に移行 

・名称変更「（仮称）木の家づくり科」 

計      ２科 ３５ ３５   

短期 造園科 ６月×１ １０ １０ 当面継続 中高年齢者対象の訓練科のあり方について検討 

計      １科 １０ １０   

合   計   ３科 ４５ ４５   

 

 

 

 【石巻高等技術専門校】 

現行 見直し（案） 

課程 科名 訓練期間 訓練定数 入校定数 方向性 内容 

普通 自動車整備科 ２年 ４０ ２０ 継続  

金属加工科 １年 ２０ ２０ 当面継続 入校状況について注視 

木工科 １年 １０ １０ 当面継続 ・カリキュラムに伝統的工芸の技能習得の要素 

・入校状況について注視 

・設置校については今後検討 

計      ３科 ７０ ５０   

短期 溶接科 ６月×１ ５ ５ 当面継続 訓練需給ニーズに注視 

配管科 ６月×２ １０ ５ 当面継続 訓練需給ニーズに注視 

計      ２科 １５ １０   

合   計    ５科 ８５ ６０   
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 【気仙沼高等技術専門校】 

現行 見直し（案） 

課程 科名 訓練期間 訓練定数 入校定数 方向性 内容 

普通 自動車整備科 ２年 ３０ １５ 継続  

オフィスビジネス科 １年 １５ １５ 当面継続 入校状況について注視 

計      ２科 ４５ ３０   

短期 溶接科 ６月×２ １０ ５ 当面継続 訓練需給ニーズに注視 

計      １科 １０ ５   

合   計    ３科 ５５ ３５   

 

 

 

現行 科数 訓練定数 入校定員 見直し案 科数 訓練定員 入校定員 備考 

普通課程 １７ ４３０ ３００ 普通課程 １７ ４４５ ３００  

短期課程 ８ ７５ ６５ 短期課程 ８ ７５ ６５  

総合計 ２５ ５０５ ３６５ 総合計 ２５ ５２０ ３６５  

 


